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1 　研究の背景と目的

　本研究は，日本企業の研究開発，製品開発から
市場における製品のパフォーマンスに至る総合的
なデータを蓄積し，その変化の動向を把握するこ
とを目的とし，2006年から調査を行っている。
マーケティング・リサーチや開発ツールの利用実
態とあわせて，Clark and Fujimoto （1991），藤本，
安本（2000），川上（2005）などの研究で指摘さ
れた日本企業の開発プロセスについての特徴も含
んでいる。2007年から2010年までの変化を分析す
ることによって，「開発プロセスの公式化」「社内
での公募の減少」など，開発プロセスレベルでの
変化が生じていること，「売上などの成長鈍化」
「特許など技術優位性の低下」「社内での情報共有

の後退」「ユーザーとの関係の希薄化」といった
問題が進展していることがわかった（濱岡 2010a，
b）。
　近年は，企業内での製品開発だけではなく，
ユーザーからのイノベーション（von Hippel 1988，
2005），企業外部のサプライヤー，取引先，大学
などからの知識を利用したオープン・イノベー
ション（Chesbrough 2003，2006；Chesbrough et 
al. 2006），さらには消費者を巻き込んだ「共進化
マーケティング」（濱岡 2002，2004，2007）と
いった，よりオープンな製品開発が注目されてい
る。本調査は，これらの項目を含んでいることも
特徴である。
　昨年までの調査によって，20％程度の企業が
ユーザー・イノベーションを認知していることが
明らかとなった（濱岡 2010a，b，2011a）。これ
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回答率が低下することが予想された。このため，
上述のサンプルの追加とあわせて，調査時期を例
年よりも 2週間程度早め，年末にかからないよう
にした。2011年11月に，アンケート調査票を送付
したが， 1ヶ月後の締め切りまでに回答いただい
たのは70社程度であった。このため，締め切りを
1ヶ月延長する旨のハガキを送付した。この結果，
最終的に121名からの回答が得られ，回答率は
21.8％となった（表 1参照）。

2）　調査項目
　本調査は以下の内容から構成されている。
　・自社について
　　Q 1 　業種
　　Q 2 　売上規模
　　Q16　組織文化など
　・取引先について
　　Q 3 　流通チャネル
　　Q 4 　取引先との関係
　・環境について
　　Q 5 　製品の特徴
　　Q 6 　市場の状況
　　Q 7 　需要，競合の特徴
　・ユーザーによるイノベーションについて
　　Q 8 　ユーザーの特徴
　　Q 9 　ユーザーによるイノベーションの実態
　・製品開発プロセスの実態
　　Q10　市場情報の収集
　　Q11　情報の利用状況
　　Q12　発売した製品の数と成功数
　　Q13　製品開発のきっかけ（本年新設）
　　Q14　開発プロセスでの利用ツール
　　Q15　開発プロセスの特徴
　・ラディカル・イノベーションについて
　　過去 3年の投入数，売上に占める割合
　　具体例とその特徴，成果

3　時系列での変化

　以下では，前年との比較が可能な項目について
は，併せてグラフにまとめ，それぞれ，下記の略
号で示す。また，グラフ内の数字は2011年「製品
開発に関する調査」の結果である。なお，2006年

に関して，イノベーションの発生の規定要因につ
いて，von Hippel （1994）の情報の粘着性理論に
基づいて仮説を設定した（濱岡 2011b）。実証の
結果，ユーザー・イノベーションの発生に対して，
ユーザーの問題解決能力は正の相関があるがメー
カーの問題解決能力，ニーズ吸収能力は関係ない
ことがわかった。さらに，ユーザーへの情報の提
供，ユーザー・コミュニティの存在は，ユーザー
の問題解決能力，情報発信能力を向上させること，
ユーザー・イノベーションが企業全体の製品開発
スピード，革新性，成功率を向上させること，生
産財と消費財を比較しても大きな違いはないこと
がわかった（Hamaoka 2010）。
　また，昨年度から，San Francisco State Univer-
sityのSengupta教授と共同でラディカルイノベー
ションについての項目も設定した（Slater et 
al. 2010）。本稿では，2007年から2011年までのト
レンド分析の結果を紹介した後，単純集計の結果
をまとめる。同時に行った「研究開発についての
調査」の結果については，濱岡（2012）を参照さ
れたい。

2　調査の概要

1）　調査方法
　本研究では2007年以降，以下のサンプリング方
法で調査を行ってきた

1 ）
。つまり，上場製造業につ

いて，ダイヤモンド社の会社職員録より，（ 1）
「商品企画」など部署がある企業を選び，その長
を選ぶ。（ 2）商品企画などの部署がない企業に
ついては，広報部，管理部門など製品開発に関連
がありそうな部署の長を選ぶ。（ 3）2010年，
2011年については，ラディカル・イノベーション
についての設問を追加したため，研究開発部門が
ある企業についても追加した。これらを併せて
555社（名）に送付した（表 1）。
　2010年と2011年については，ラディカル・イノ
ベーションについての30問程度が追加されるため，

 1）　2006年に行ったパイロット調査については，
回答率が 3％と低かった。このため，2007年調
査から調査票の見直し，調査対象者の抽出方法
の変更を行った。詳細は馬ら（2008）を参照。
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れとも業種分布の変化によるのかを判別できない。
同一企業に長期的に回答して頂ければパネル分析
を行うことができるが， 5年ともに回答した企業
は 1社のみである

2 ）
。このため，昨年同様，業種の

違いをコントロールするための簡便な手法として
業種ダミーを導入した分析を行う。
　つまり， 5年間の調査結果をプールし，業種ダ
ミーおよび調査年変数を説明変数として， 5段階
評定尺度の設問については回帰分析，選択肢設問
については二項ロジット分析を行った。これに
よって，業種の差異をある程度吸収できる。ただ
し，推定されたモデルのあてはまりは低いので，
他の要因を考慮する必要があることに注意したい

3 ）
。

3 ）　トレンドのある項目
　本調査では250項目を設定したが，それらのう

のパイロット調査（張育菱ら 2007；張也ら 2007）
については調査項目，調査対象が異なるので省略
する。

　2007年「製品開発に関する調査」（07NPD）
 （馬ら 2008）
　2008年「製品開発に関する調査」（08NPD）
 （尤ら 2009）
　2009年「製品開発に関する調査」（09NPD）
 （濱岡 2010a）
　2010年「製品開発に関する調査」（10NPD）
 （濱岡 2011a）
　2011年「製品開発に関する調査」（11NPD）

1）　回答企業の業種分布（図 1）
　業種の分布は比較的安定しており，「機械」「電
気機器」「化学工業」「自動車・自動車部品」など
の割合が高くなっている。

2）　トレンドの検定方法
　回答業種の分布が異なるため，年ごとの平均値
をそのまま比較しても，本質的な変化なのか，そ

2007年調査 2008年調査 2009年調査 2010年調査 2011年調査
追加，変更項目 「開発のきっか

け」についての
設問を加えた。

ユーザーとの共
同開発について
の項目を追加。

ラディカル・イ
ノベーションに
ついての設問を
追加。

2010年調査から
変更無し。

調査時期 2007年11月－12
月20日

2008年11月20日
－12月20日

2009年11月20日
－12月23日

2010年11月10日
－12月10日

2011年11月10日
－2012年 1 月20
日

発送数 商品企画部門長
　 319社（うち
70社は2006年
回答者）

関連部門長
　293社
計612社に送付

商品企画部門長
　247社
関連部門長
　399社
計646社

商品企画部門長
　260社
関連部門長
　371社
計631社

商品企画部門長
　283社
関連部門長
　328社
研究開発長
　66社
計677社

商品企画部門長
　288社
関連部門長
　226社
研究開発長
　41社
計555社

回答者数 151社 124社 103社 133社 121社
回収率 24.6％ 23.4％ 16.3％ 19.6％ 21.8％
注）　調査方法はいずれも郵送法であり，依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した。
　　 調査時期は依頼状に記した送付日および返送期限である。実際には返送期限が過ぎても回答頂いたものも
回答者数に含めてある。

注 2） 　2011年については，12月15日時点での回答率が低かった。このため，未回答の企業に回答のお願いのハ
ガキを送付した。

表 1　調査方法

 2）　いずれかの 4時点に回答していただいたのは
15社， 3 時点39社， 2 時点83社， 1 時点のみ
284社である。

 3）　回帰分析の場合，多くの変数について R 2は
0.1にも満たない。
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　・自社の技術的な強みの低下
　これについてはブランドや流通などについても
質問しているが，それらのうち「他社と比べて新

ちトレンド変数が有意になったのは表 2で＋もし
くは－の符号がついている23項目であった。回答
企業は毎年入れ替わっているが，このように安定
した結果が得られたことは，単純集計に示すよう
な傾向が日本企業に共通する傾向であることを示
唆している。
　表 2には，このようにして推定したトレンド係
数の符号と有意水準を示した。例えば，＋＋＋と
ある項目は係数が正で 1％水準で有意であったこ
とを示す。
　以下では，トレンド係数が少なくとも10％水準
で有意となった項目，つまり＋もしくは－がつい
ている項目に注目して，大まかな傾向を指摘する

4 ）
。

　・特許など技術優位性の低下
　「特許の取得や，それによる保護が重要な製品
である。」「技術情報をユーザーが利用できるよう
になることは極めて難しい。」ともに低下傾向に
あり，技術的な敷居が低下しつつあると推測され
る。

 4）　2010年までの 4 年間では，33項目が変化し
た。ここでの特徴以外に下記の特徴がみられた
特徴がみられた。
・売上などの成長鈍化
　「売上の成長率が高い。」「革新的な製品が
高い利益や売上を挙げている。」ともに低下
傾向がみられた。
・開発プロセスの公式化
　「開発の各段階で何をすべきか細かく決め
られている。」は増加傾向にあり，プロセス
の明示化が進んでいることがわかる。
・ユーザーとの関係の希薄化
　「貴社が組織したユーザー会の活動は活発
である。」「製品のコンセプトづくりの段階か
ら消費者，ユーザーに評価してもらう。」と
もに低下傾向にあり，ユーザーとの関係が希
薄化していることがわかる。

図 1　回答企業の業種分布
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で責任と権限を持っている。」ともに低下傾向に
ある。Clark and Fujimoto （1991），Takeuchi and 
Nonaka （1986）など，開発プロセスにおける情
報共有が日本企業の特徴であることが指摘されて
きたが，情報共有されにくくなっているようであ
る。
　・研究開発調査との比較
　なお，同時に行った研究開発についての調査で
は，2007年からの 5年間でトレンド変数が有意と
なったのは33項目であった（濱岡 2012）。研究開
発調査でも本調査と同様，技術的優位性維持の困
難化，研究開発におけるリーダーの弱体化（社内

製品の開発スピードは速い。」「他社と比べて新製
品を早く発売する。」など，製品の投入スピード
や「他社と比べて新しい用途の提案という面で市
場をリードしている。」「他社と比べて新製品の成
功率は高い」など投入した新製品の成果について
も低下傾向にある。さらに，「顧客からの提案を
製品やマーケティングへと迅速に反映する。」が
低下傾向にある。特にスピード感の低下が問題と
されているようである。
　・社内での情報共有，一貫性の後退
　「研究開発とマーケティングの両方に通じてい
る者が多い。」「リーダーは開発から発売に至るま

表 2　 5年間のトレンド係数が有意となった項目

設問 2007 2008 2009 2010 2011 有意水準

取引先 6.その他 19％ 19％ 17％ 12％ 7 ％ －－－
多くの取引先とサプライチェーンを構築している。 3.1 3.1 3.2 3.3 3.8 ＋＋＋

製品カテゴリ
特許の取得や，それによる保護が重要な製品である。 3.8 3.7 3.6 3.7 3.7 －－
技術情報をユーザーが利用できるようになることは
極めて難しい。 2.4 2.4 2.1 2.2 2.3 －－

自社の強み

他社と比べて製品の品質，機能は高い。 3.7 3.7 3.7 3.6 3.6 －
他社と比べると顧客満足度は高い。 3.6 3.6 3.6 3.5 3.5 －－
他社と比べて新製品を早く発売する。 3.0 3.0 2.8 2.8 2.8 －－
他社と比べて新しい用途の提案という面で市場を
リードしている。 3.2 3.2 3.0 3.1 3.1 －

他社と比べて新製品の成功率は高い。 3.2 3.2 3.1 3.0 3.1 －

製品開発 ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加すること
が多い。 － － 2.5 2.7 2.8 ＋＋

マーケティング・
リサーチ

8.顧客の利用 /消費現場への訪問，観察 57％ 51％ 51％ 67％ 64％ ＋
13.製品コンセプトのテスト（コンジョイント分析
など） 18％ 22％ 17％ 12％ 16％ －

22.オンライン・コミュニティでの会話のモニター 1％ 1％ 4％ 3％ 7％ ＋＋＋
24.その他 7％ 7％ 4％ 2％ 3％ －－
顧客からの提案を製品やマーケティングへと迅速に
反映する。 3.2 3.3 3.0 3.0 3.2 －－

新製品投入数
　うち成功したもの

（ 3）これまでにない革新的な製品 2.8 3.3 1.0 1.6 1.4 －
（ 3）これまでにない革新的な製品 1.4 2.2 0.7 0.5 0.7 －

製品開発で使用する
ツール 7.試作品の作成による外観などのチェック 81％ 71％ 73％ 71％ 74％ －

10.遠隔会議システム 40％ 44％ 50％ 56％ 50％ ＋＋

開発プロセスの特徴

研究開発とマーケティングの両方に通じている者が
多い。 2.9 2.8 2.6 2.8 2.7 －－

リーダーは開発から発売に至るまで責任と権限を
持っている。 3.2 3.2 3.1 3.1 3.1 －

製品を開発する際には事前に多量のニーズ情報を収
集しなければならない。 3.4 3.3 3.4 3.3 3.3 －

組織文化 失敗をおそれない社風である。 3.2 3.1 3.1 3.0 3.1 －－
注）　数値は平均値（ 5段階尺度）もしくは回答率（○をつけた企業の割合）。
その他有意水準については，2007－2011年の 5年間のデータを用いて推定したトレンド係数の検定結果である。
　＋＋＋ :係数は正　 1％水準で有意  ＋＋ : 5 ％水準で有意  ＋ :10％水準で有意
　－－－ :係数は負　 1％水準で有意  －－ : 5 ％水準で有意  － :10％水準で有意
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「貴社→メーカー，官公庁」という流通チャネル
を通じて製品・サービスの販売を行っている。回
答企業が主に機械や機器製品といった産業財を
扱っているためであろう。
　（ 2）　取引先との関係（図 3）
　取引先との関係を 5段階尺度で回答してもらっ
た。「取引先はほぼ決まった相手である。」「取引
先とは長期的・継続的な取引関係が確立してい
る。」といった取引先との信頼関係の質問につい
ては平均値が高いままである。「親会社や子会社
との取引が売上の大きな部分を占めている。」と
いう質問に対しては2.0という低い結果であった
ことから，グループ内の取引より，外部企業との
取引が中心になっている。「多くの取引先とサプ
ライチェーンを構築している。」は有意な増加傾
向がみられる。

2）　製品と市場の状況
　（ 1）　製品カテゴリの特徴（図 4）

での情報共有，一貫性の後退），自社の技術的・
製品開発における強みの喪失などが生じている。
研究開発担当と製品開発担当と立場は異なるが，
これらの問題を共有していることがわかる。

4　単純集計の結果

　以下では各設問について単純集計の結果を紹介
する。前述のようにしてトレンド変数が有意と
なった項目については（＊）のようにグラフ中に
表示してある。

1）　外部との関係
　（ 1）　流通チャネルの利用状況（図 2）
　どのような流通チャネルを採用しているのかに
ついて，「貴社→消費者」「貴社→メーカー，官公
庁」「貴社→小売→消費者」「貴社→独立卸→小売
→消費者」「貴社→貴社系列卸→小売→消費者」
「その他」に分けて質問した。約半数の企業は

図 2　流通チャネルの利用状況
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図 3　取引先との関係
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図 4　製品カテゴリの特徴
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みを参照して市場の変化，競争，供給者，ユー
ザー・消費者についての項目を設定した。全体と
しては，価格競争が激しく，利益を確保するため
に，新製品の投入が必要であることがわかる。

3）　競合他社と比べた自社の強み（図 6）
　競合との競争の激しさを意識している企業が多
かったが，ここでは競合他社との詳細な比較を
行った。「他社と比べて製品の品質，機能は高
い。」「他社と比べて優れた技術をもっている。」
「他社と比べると顧客満足度は高い。」など技術や
品質については優位性があると評価している。一
方，「他社と比べて新製品の開発スピードは速
い。」「他社と比べて新製品を早く発売する。」な
どスピードについての評価は低く，かつ低下傾向
にある。また，「他社と比べて新しい用途の提案
という面で市場をリードしている。」「他社と比べ
て新製品の成功率は高い。」も低下傾向にあり，
製品のパフォーマンスという点でも困難な状況に
ある。

　「製造方法や製品の特徴などを客観的な言葉で
表現できる。」「スペック，仕様などで製品の特徴
が十分にわかる製品である。」などの平均値も高
くなっており，製品については比較的，情報の暗
黙性が低いことがわかる。一方で，「部品や素材
だけでなく，生産などのノウハウが重要である。」
も高くなっており，生産プロセスについてはノウ
ハウなど伝達しにくい知識であり，情報の暗黙性
が高くなっていることがわかる。
　「特許の取得や，それによる保護が重要な製品
である。」は低下傾向にあり，標準化に伴って情
報の暗黙性が低下しつつあることがわかる。ユー
ザー・イノベーションを促進するためにツール
キットを提供することが重要であると指摘されて
いるが（Von Hippel and Katz 2002），「ユーザー
がカスタマイズすることが容易な製品である。」
「ユーザーが開発したり，カスタマイズするため
の情報やツールは簡単に入手できる。」はともに
平均値が低くなっており，提供が遅れていること
がわかる。
　（ 2）　市場の状況（図 5）
　市場の状況については，Porter（1982）の枠組

図 5　市場の状況
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共同研究は他と比べると行われていないことがわ
かる。前述のように，「顧客からの提案を製品や
マーケティングへと迅速に反映する。」が低下傾
向にある。ここでも製品投入や対応のスピード低
下が問題とされている。

5）　製品開発
　（ 1）　新製品の開発数（図 9－ a，b）
　新製品の開発数について，総数および，新製品
の革新性を考慮して，「これまでの製品の改良，
アイテム追加など」「大規模なモデルチェンジ，
新ブランドの追加など」「これまでにない革新的
な製品」に分けて回答してもらった

5 ）
。

　 1 社当りの新製品の総数の平均は33.4である。
「これまでの製品の改良，アイテムの追加など」
が24.6であるのに対して，「大規模なモデルチェ
ンジ，新ブランドの追加など」は5.6，「これまで
にない革新的な製品」は1.4となっており，革新

4）　情報の収集と利用
　（ 1）　市場情報の収集（図 7）
　情報収集のためによく使われているのは「営業
担当者を通じた情報収集」「競争企業，製品のベ
ンチマーク」「顧客の利用／消費現場への訪問，
観察」「お客様窓口からの情報集約」など，日常
の業務を通じた活動である。これらに比べると，
定量，定性的なマーケティング・リサーチの実施
割合は比較的低いことがわかる。これは，回答企
業の多くが生産財企業であるからだと考えられる。
「13.製品コンセプトのテスト（コンジョイント分
析など）」は低下傾向にある一方，「8.顧客の利用
/消費現場への訪問，観察」「22.オンライン・コ
ミュニティでの会話のモニター」など，比較的低
コストで実施可能で，顧客の利用状況などの実態
を把握できる方法の実施率が高まる傾向にある。
　（ 2）　情報の利用，共有（図 8）
　「収集した情報を十分に検討している。」の平均
値は比較的高く，収集したデータは一定の利用が
されている。情報共有については，自社内，親会
社や子会社，他社に分けて質問したが，「企業間
の共同研究によく参加する」は低くなっており，

図 6　競合他社と比べた自社の強み
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 5）　なお，2010年調査においては 1年間に5000の
新製品を発売した企業が 1社あった。ここで
は，それを除外した平均値を示した。
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図 8　情報の利用，共有
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図 7　市場情報の収集
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図 9－ b　新製品の成功数
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図 9－ a　新製品の開発数

注）　無回答があるため，項目によってサンプル数は異なる。
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　（ 3）　導入されている製品開発のツール（図11）
　製品開発がどのように行われているかを知るた
めに，用いるツールについて質問した。「試作品
の作成による外観などのチェック」も利用率は高
いが低下している。「CAD（コンピュータによる
設計）」「CAE（コンピュータ上での試作，シミュ
レーション）」が半数以上の企業で用いられてい
ることから，情報システムに移行する部分もある
と考えられる。ただし，「試作品の作成による外
観などのチェック」「試作品の利用による問題発
見」は 7割程度で行われており，情報化は進んで
いるが，試作品が重要であることがわかる。利用
率は低いが「遠隔会議システム」も利用は増加傾
向にあり，これらインフラの導入が進みつつある。
　（ 4）　製品開発のプロセス（図12－ a，b）
　製品開発プロセスについては，開発の進め方，
開発中のニーズ情報および技術情報の利用状況，
開発のための組織（メンバーの役割分担やリー
ダー），手順，期限や目標の設定などについて質
問した。
　Clark and Fujimoto（1991）は日本の自動車企

的な製品の開発の難しさがわかる。また，そのう
ち成功したものの数は，発売したものの四分の 1
にも満たないことがわかる。「これまでにない革
新的な製品」は投入数，成功数とも減少傾向にあ
り，革新的な製品を投入すること自体が困難と
なっていることがわかる。
　（ 2）　製品開発のきっかけ（図10）
　2008年以降，新製品開発のきっかけについて質
問している。「消費者，顧客ニーズの変化，それ
への対応」「競合相手への対抗」「消費者，顧客か
らの要望／提案」「営業／販売現場からの要望」
などが特に高くなっており，開発者以外からの要
望が開発のきっかけとなることが多いようである。
　一方，「規制緩和」「流行や計画的な陳腐化を行
うため」「生産現場（工場稼働率向上のため）」が
低いことから，開発はこれらの環境の変化や社内
外の要請に対応するために行われるわけではない
ことがわかる。また，「社内での公募など公式な
提案」と「社員の思い入れや熱意など非公式な提
案」の両項目が低いことから，社内での新製品へ
の提案活動はあまり活発ではないことがわかる。

図10　製品開発のきっかけ
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開発（Thomke and Fujimoto 2000）であること
もわかる。
　「売上や利益などの目標を明確に定める。」だけ
でなく「発売した後も，売上目標をクリアしてい
るか追跡調査をする。」といった形で発売後につ
いてもフォローしている。ただし，「発売した後
も，定期的に広告などの追跡調査をする。」の平
均値は低くなっており，最終的な目標については
フォローしているものの，それに至るマーケティ
ング・ミックスレベルでの追跡が行われていない
ことがわかる。
　「試作品をユーザーに使ってもらって仕様を確
定する。」と比べて「製品のコンセプトづくりの
段階から消費者，ユーザーに評価してもらう。」
は低くなっており，早期からの顧客参加はまだ実
施割合が低いことがわかる。

　 6） 　ユーザーおよびユーザー・イノベーショ
ン（表 3，図13）

　von Hippel （1988）は，科学計測機器や産業財

業の開発体制の特徴として，複数の作業が平行に
行われる「コンカレント開発」，メンバーが複数
の機能を果たす，多岐にわたる分野についての知
識と権限をもつ「重量級プロジェクト・リー
ダー」などを挙げている。「開発は様々な作業を
並行して進める。」「プロジェクトメンバーは複数
の役割を果たしている。」が高くなっており，同
時に複数の作業が進められ，かつ一人が複数の役
割を果たすというコンカレント型の開発が行われ
ていることがわかる。一方，「リーダーは開発か
ら発売に至るまでの多様な分野の知識を持ってい
る。」と比べると，「リーダーは開発から発売に至
るまで責任と権限を持っている。」は低くなって
おり，権限は比較的与えられていないようである。
さらに，「研究開発とマーケティングの両方に通
じている者が多い。」は低下傾向にあり，注意が
必要である。
　「開発の初期段階から生産計画も考慮する。」
「開発の初期段階からマーケティングや販売計画
も考慮する。」というフロントローディング型の

図11　導入されている製品開発のツール
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図12－ b　製品開発のプロセス（その 2）
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図12－ a　製品開発のプロセス（その 1）
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が示されている（von Hippel 2005）。
　ユーザー・イノベーションの発生については，
表 3および図13に示す（貴社の業界では）「ユー
ザーが実際に新しい製品を実現することがある。」

について，ユーザー企業がイノベーションの源泉
となっていることを示した。その後，オープン
ソース・ソフトウエアやスポーツなど，より一般
的なユーザーがイノベーションの源泉となること

表 3　ユーザー・イノベーションの発生に関する設問

1.まったくそう
ではない 2.そうではない 3.どちらと

もいえない 4.そうである 5.まったく
そうである 4＋ 5

ユーザーが実際に新
しい製品を実現する
ことがある。

2007 10.0 34.7 34.0 19.3 2.0 21.3
2008  9.8 26.0 43.9 18.7 1.6 20.3
2009 13.6 35.0 35.9 14.6 1.0 15.6
2010 14.7 33.3 27.9 21.7 2.3 24.0
2011 13.2 36.4 28.1 21.5 0.8 22.3
全体 12.0 32.8 34.5 19.1 1.6 20.7

Q 9 　貴社のユー
ザーが，新しい製品
をつくったりイノ
ベーションの源泉と
なったりすることは
ありますか ?

1.まったくない 2.まれにある 3.どちらと
もいえない 4.よくある 5.多くある 4＋ 5

 2007＊ 33.1 28.5 30.4 7.3 0.7  8.0
2008 14.5 36.3 33.1 15.3 0.8 16.1
2009 17.5 42.7 28.1 10.7 1.0 11.7
2010 15.8 39.1 31.6  9.8 3.8 13.6
2011 14.0 52.1 25.7  6.6 1.7  8.3
全体 19.6 39.1 29.9  9.8 1.6 11.4

＊）　2007年は，具体的にどのようなイノベーションかを記述してもらった。

図13　ユーザーおよびユーザー・イノベーション
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注）　「ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加することが多い」「ユーザーや顧客と共同で製品開発する
　 ことが多い」は，2009 年から設定した項目である。
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が「共進化」していることがわかる（濱岡 2002，
2004，2007）。
　なお，「ユーザーに開発ツールを提供している」
は低くなっていることから，ツールキットの自社
ユーザーへの提供は遅れているようである。さら
に，2009年から製品開発への顧客参加についての
設問を追加した。それぞれ平均値は高くはないが，
「ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加する
ことが多い」は増加傾向にある。

7）　企業理念や組織文化（図14）
　最後に企業全体について，リスク志向，社内で
の公募，マーケティング行動や顧客対応の一貫性，
グループ企業，経営の方向性とその共有，長期的
志向，社内でのコミュニケーション，社会への貢
献，社会からの信頼について回答してもらった。
　「経営の方向性をトップが明確に示している。」
「経営の方向性を社員が意識している。」がともに
高くなっている。日本企業の特徴として，本部の
戦略の不在と現場の強さが指摘されるが，ここで
の結果はそのような見方に疑問を投げかける結果

と，別の設問として，「Q 9 　貴社のユーザーが，
新しい製品をつくったりイノベーションの源泉と
なったりすることはありますか ?」という設問を
設定した。
　それぞれ 5段階であるが，業界で広く考えると
2割弱，自社の顧客に限定しても10％以上がユー
ザーによるイノベーションの発生を認知している。
　実際，「優れた知識を持つユーザーが多い」「優
れた技術をもつユーザーが多い」「極めて先進的
なニーズをもつユーザーがいる」など，ユーザー
への評価は高くなっている。「ユーザーに新製品
の発売や使い方などについての情報を提供してい
る」「ユーザーに製品の技術を提供している」な
ど，自社からユーザーに与えるだけでなく，
「ユーザーからの苦情や喜びの言葉が伝えられる
ことが多い」「ユーザーからの新しい製品につい
ての提案が多い」も高いことから，自社とユー
ザーとが相互作用していることがわかるさらに，
「ユーザー間での交流」「貴社とユーザーとの交
流」ともにインターネットよりも，対面での交流
が活発であることわかる。このように多様な主体

図14　企業理念や組織文化
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8 ）　ラディカル・イノベーション
　Slater et al.（2010）は，ラディカル・イノベー
シ ョ ン を 創 出 す る 能 力（radical innovation 
capability）の重要性を指摘している。2010─2011
年度はその共著者である Sengupta教授（San 
Francisco State University）と共同研究すること
となり，これについての項目を設定した（濱
岡 2011a）。これらの項目については， 2年間の
みの調査なので， 2回分の回答を合算した結果を
紹介する。
　まず，ラディカル・イノベーションについては
次のように定義した（Leifer et al. 2000；Slater et 
al. 2010）。
　「ラディカルイノベーションとは，新技術に基づ
き，性能の大幅な向上，コストの大幅な削減，革
新的な用途，市場もしくは，ビジネスモデルにつ
ながるようなイノベーションのことを指します。」
　（ 1）　ラディカル・イノベーション能力（図15）
　ラディカル・イノベーションを創造する能力を
測定するために，Tellis et al. （2009）を参照して
以下の 3項目を設定した。

である。
　加護野ら（1983）は日本企業の特徴として集団
志向によるコンセンサス重視を指摘した。ここで
も「組織の調和，コンセンサスが重視されてい
る。」が高くなっているが，「個人の主体性が重視
されている。」も比較的高くなっており，単に集
団志向であるのではなく，社員個人の能動性が重
視されていることがわかる

6 ）
。

　また，「貴社は顧客や取引先から信頼されてい
る。」「貴社は社会からも尊敬されている。」の 2
項目の平均値は高く，自社を信頼されている企業
であると評価していることがわかる。
　トレンドとしては「失敗をおそれない社風であ
る。」が低下傾向にある。新製品のパフォーマン
スが低下する中で，リスクを恐れる傾向が強まっ
ているとしたら重大な問題である。

図15　ラディカルイノベーション能力　（N＝254）
（％）
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 6）　2006年のパイロット調査では「業務に関して
のコミュニケーション」「プライベートなつき
あい」など社内でのコミュニケーションも高く
評価されていた。
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　（ 2）　 ラディカル・イノベーションを反映した
製品の導入実態（表 4－ a，b）

　具体的な実態を把握するために，過去 3年に導
入したラディカルな新製品の数を回答してもらっ
た。製品数が 0，つまり導入していない企業の割
合が最も高いものの，無回答を除いても半数以上
の企業が，このような製品を導入していると回答
している。「ラディカル・イノベーション」の発
生は極めて希な減少にも思えるが，比較的高い割
合といえよう。
　さらに，過去 3年に導入したラディカルな新製
品が2009年（もしくは2010年）の売上に占める割
合を回答してもらった。前問よりもゼロの割合は
高くなっており，ラディカル・イノベーションを

　「既存製品とはまったく異なる製品を発売する
ことが多い。」
　「これまでとはまったく異なる技術に基づく製
品の発売は他社よりも速い。」
　「既存製品とラディカルに異なる製品を投入す
ることはほとんどない。（逆転項目）」
　日本企業の強みはプロダクト・イノベーション
ではなく，プロセス・イノベーションによるコス
ト低減や漸次的的改善にあるといわれる。それぞ
れの分布をみると，いずれもラディカル・イノ
ベーション能力が低いと回答する企業の方が多い。

表 4－ a　ラディカルな新製品の数　（N＝254）

製品数 回答企業数 回答企業に占める割合
0  57   22.4％
1  33   13.0％
2  31   12.2％
3  26   10.2％
4   6    2.4％
5  22    8.7％

6 ～ 10  17    6.7％
11以上   6    2.4％
無回答  56   22.0％
合計 254 　100％

注） 　「 Q16　貴社では過去 3年間に「ラディカルな新製品」
をいくつぐらい発売しましたか ?　下にご記入くださ
い。」への回答。

表 4－ b　ラディカルな新製品の売上割合

売上に占める割合 回答企業数 回答企業に占める割合
0％  61  24.0％

～ 2％以下  30  11.8％
～ 5％以下  26  10.2％
～ 10％以下  29  11.4％
～ 20％以下  14   5.5％
21％ 以上  13   5.1％
無回答  81  31.9％
合計 254 100.0％

注） 　「Q17　過去 3年間に発売した「ラディカルな新製品」の
売上が2009年（もしくは2010年）度の全売上に占める割合
をお答えください。」への回答。
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る。「ハイテク」という表現が，例えば生命科学
や半導体の加工といったイメージを連想させたの
かもしれない。「顧客ニーズが変化する可能性が
高い」などの不確実性も高くなっている。
　図16の右側は当該製品の成果についての項目で
ある。いずれも中立点（どちらともいえない）で
ある 3よりは高くなっている。ラディカル型の方
が「シェア」が高くなっている。ラディカル・イ
ノベーションは市場で成功しやすいことがわかる。

5　まとめ

　本稿では，2011年11月に行った「製品開発につ
いての調査」に関して，2007年からのトレンドの
有無を検定し，単純集計の結果をまとめた。まず，
回答企業の分布などが異なり， 5年とも継続して
回答した企業は 1社であるにも関わらず，設定し
た250項目のうち，有意なトレンドがあったのは
23項目のみであった。このことは，ここに紹介し
た結果が広く日本企業に共通する傾向であること
を意味している。
　一方，変化した項目からは，「特許など技術優
位性の低下」「自社の技術的な強みの低下」「社内
での情報共有，一貫性の後退」などの問題が重要
化していることがわかった。厳しい環境の下で，
情報共有，柔軟な開発プロセス，優秀なユーザー
との連携といった日本企業の強みであった特徴が
失われつつあるのかもしれない。

　本年度は，ラディカル・イノベーションに関す
る項目も設定した。自己評価ではあるが，半数以
上の企業が 3年以内にラディカル・イノベーショ

導入しても成功＝売上につながるとはいえないこ
とがわかる。一方，売上の21％以上を占めるとい
う企業も存在する。
　（ 3）　 導入したメジャーな製品の特徴とパ

フォーマンス（表 5）
　導入した製品の特徴を把握し，そのパフォーマ
ンスを明らかにするために，ここ数年で導入した
「ラディカルな新製品」もしくはメジャーな新製
品 1つを記入してもらった

7 ）
。以下では，それにつ

いて回答してもらった。
　記入があったのは139社であった。その製品の
特徴を表 5の 6段階で回答してもらった。 1から
6になるほどよりラディカルなイノベーションと
いうことになる。32社は「自社だけでなく市場に
おいても新しい製品」を導入している。
　この新製品について，図16にある項目について
5段階で評価してもらった。全回答者の平均と併
せて，表 5の設問に 1から 4と答えたものを「改
善型」， 5もしくは 6と回答したものを「ラディ
カル・イノベーション（ラディカル型）」とした
平均値も併せて示す。
　ラディカル・イノベーションについては，「先
端科学技術の成果を活かした製品である」は高い
ものの，「ハイテク製品である」は低くなってい

表 5　最近導入した最もメジャーなイノベーションの特徴　（N＝139）

企業数 割合
1.既存製品よりもコストや価格を低下させた。  18  12.9％
2.新しい市場や用途向けに既存製品を再ポジションした。  13   9.4％
3.既存製品の性能を向上，もしくは改善した。  27  19.4％
4.既存の製品ラインに新しいアイテムを追加した。  14  10.1％
5.業界に既存製品はあったが，自社にとってはまったく初めての製品。  17  12.2％
6.自社だけでなく市場においても新しい製品。  32  23.0％
無回答  18  12.9％
合計　 139 100.0％

 7）　ワーディングは以下の通りであり，ラディカ
ル・イノベーションを導入していない企業にも
回答できるようにした。
　『以下では，ここ数年で貴社が導入された
「ラディカルな新製品」もしくは主要な新製品
を取り上げて，それについてお答えください。
それはどのような製品でしょうか ?簡単にご記
入ください。』
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場合と， 5年間で行った場合ではトレンド係数＝
0の検定結果が異なるものもあった。これについ
ては，さらに継続することによって，本質的な変
化か否かを見極める必要がある。
　また，項目毎に検定を行ったが， 5段階尺度の
項目については，例えばリード・ユーザーという
概念を測定するために，「優れた知識を持つユー
ザーが多い」「優れた技術をもつユーザーが多い」
「極めて先進的なニーズをもつユーザーがいる。」
の 3項目を設定してある。今後，概念レベルでの
変化についても検証したい。さらに，製品開発パ
フォーマンスの規定要因についての分析や，財務
データと関連づけた分析も行う予定である。

Acknowledgement
　本研究は2011－2014年科学研究費補助金　基盤
研究（C）「オープン化時代の研究開発と製品開
発（課題番号23530541）」を受けて行われた。回
答頂いた企業の皆様にも深謝する。

ンを導入したことがあると回答した。それらは先
端的な技術を導入したものであり，顧客や競合の
不確実性が高いため，必ずしも成果には結びつい
ていないことがわかった。
　榊原（2006）は，日本企業の研究開発の効率が
低下していることを示し，その原因として，日本
企業の強みであったプロセス・イノベーションか
らプロダクト・イノベーション，漸次的的・連続
的なイノベーションから非連続的なイノベーショ
ンへの移行に対応できていないことを指摘してい
る。半数以上の企業がラディカル・」イノベー
ションを導入していることは明るい希望でもある。
　ただし，ラディカル・イノベーションの度合い
については自己評価してもらったものである。ど
のような製品かについては，簡単な記述をしても
らっており，分析者からみたラディカルさの妥当
性も今後，検証していく必要がある。
　なお，本稿では紹介しなかったが，時系列変化
については，2007年からの 4年間で分析を行った

図16　最近導入したメジャーな製品の特徴と成果
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